
 

（様式２ 別紙様式第１号） 

 

令和６年 6月 10日 

女性の就農環境改善計画書 

（令和５年度女性の労働環境整備・活躍強化事業（女性が働きやすい環境の整備支援）） 

 

１ 地域取組主体の概要 

名称 株式会社森いちご農園 

所在地 栃木県大田原市実取 292－3 

代表者 森 武寛 

主な組織の事

業内容（注） 

・いちごの生産・販売・加工品販売 

・従業員：10人（うち女性 8人） 

・経営規模：いちご 45a 

            米 1ha 

 

 

女性農業者の

人数： 8人 

（注）主な組織の事業内容は、具体的に記載する。 

 

２ 事業実施体制 

               

大田原市         株式会社森いちご農園       地域ハローワーク 

・地域の農業者      ・女性が働きやすい環境      ・女性農業者の 

との情報交換        整備の実施           積極採用 

             ・労働環境整備を強みに 

              求人、情報提供 

 

 

（注）実施に必要な関係機関との実施体制を記載する。 

 

３ 女性の就農環境改善のための取組計画 

（１）地域取組主体における女性の農業への呼び込み・定着・活躍の課題（注） 

【地域の女性農業者の課題】 

・イチゴ生産面積の拡大に向けて、積極的に女性の雇用を増やしていきたい。 

・近年、資材価格の高騰・異常気象により減収し、今後の生産面積拡大を目標としてい

る農業者は減少している。農業が盛んな地域ではあるが雇用をしている農業者は少ない

のが現状。多くの方に農業に触れてもらう環境づくりが必要と考える。 



 

【現状の労働環境を踏まえた施設等の必要性】 

・自宅にある事務所には男女兼用水洗トイレがあるが、離れた施設には汲み取り式男女

兼用トイレしか無い。そのため離れた施設から徒歩 10分かけて自宅まで移動して利用し

ている状況。女性従業員から利用しづらいという要望があがっている。 

・現スタッフへの労働環境の向上と、今後の雇用拡大に向けて施設に隣接した男女別ト

イレの確保が必要と考える。 

 

【その他女性の農業への呼び込み・定着・活躍の課題】 

・当社では、午前中のみの短時間勤務・急用での休み等を配慮し、子育て世代の主婦の

方の隙間時間での勤務を歓迎。そして働きやすい環境づくりのひとつとして本事業の男

女別トイレの設置が必要と考える。 

（注）（２）の取組に係る具体的な課題を記載する。 

  

（２）女性の働きやすい環境を整備するための託児スペース、男女別トイレ、更衣室等の確保

に係る計画（注 1） 

確保する施設等の

区分 

①託児スペース ②男女別トイレ ③更衣室 ④休憩スペース  

⑤アシストスーツ、高さが調節できる作業台等の備品の確保 ⑥その

他 

区分番号 

（注 2） 
時期 確保場所 数量 

利用する女性

農業者（注 3）

の人数 
備考 

②男女別トイレ R6.8 イチゴ用ハウス横 1 8  

  

 

    

計 1 8  

 （注 1）事業実施主体は、本計画をホームページへ公表する際には、「事業費」及び「国庫補助金」の欄

を削除すること。 

 （注 2）「確保する施設等の区分」から該当する区分番号を選択し、記載すること。また、⑤又は⑥を選

択した場合は、具体的な名称も記載すること。 

 （注 3）農業者は、新規参入者、自営農業就農者（結婚を機に就農された者を含む。）、雇用就農者、ア

ルバイト、ボランティア等の農業関連事業を含む年間 30日以上従事の者とする。 

    農業関連事業とは、農産物製造・加工、農畜産物の貯蔵、運搬、販売、農業生産資材の製造、農作

業の受託、都市住民等の農作業体験施設の設置・運営や民宿業を含む。 

 

 



 

４ 整備内容を踏まえた「目標」達成のための取組（注） 

時期 取組内容・回数 備考 

 

R6.10 

R6.12 

 

 

ハローワーク・他求人サイトへの情報掲載（1ヶ月） 

スタッフの個人面談 

（労働環境についての現状調査・要望の聞き取り） 

 

 

（注）女性の就農環境改善のための整備内容を踏まえた、女性農業者確保の目標の達成のための具体的な取組

内容（例：更衣室や休憩室の設置など働きやすい環境の PRによる求人など）を記載すること。また、第

２の１の（５）の実績報告においては記載不要。 

 

５ 女性農業者確保の目標（注） 

翌年度末までの女性農業者の新規確保人数（注） 

事業実施年度 1 人 

事業実施翌年度 2 人 

合計 3 人 

（女性農業者の新規確保人数の内訳） 

自営農業就業者   人、雇用就農者   人、 アルバイト等 3 人 

 

（注）事業実施年度の翌年度末までの新規確保人数。また、第２の１の（５）の実績報告においては記載不

要。 

※必要に応じ、計画の詳細等を記載した資料を添付すること。 

※添付資料のうち、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URLを記載

することにより当該資料の添付を省略することができる。 

※国が必要と求める資料については、求めに応じ、遅滞なく提出しなければならない。 

 ※第２の１の（５）の計画の承認申請においては、本様式中の「（実績）」を削除すること。 


